
 

☆ 「めんどくさい」から「もったいない」☆ ～ごみをもっともっと減量しましょう～ 

☆  

 

 

 ※マイバック持参でレジ袋 500t 減 

 ※限りある資源の保全                            ※可燃ごみ 6,000ｔ減量 

 

 

 

※身近な所からごみ減量                             ※もったいないの意識向上  

 

 

 

       

 

私たちは、どうすればよいのでしょう？（市民協働への取り組み）

ライフスタイルを 

変える(意識の変革)

断ります 

レジ袋・紙袋・過剰包装

本のカバーなど・・・

無駄にしません

食べ残しをしない 

必要な物だけ買う 

分別の徹底 

“リサイクルできる物” 

“ごみ”をしっかり分別 

生ごみに注意 

自家処理しよう！ 

できなければ水切りを

選びます 

詰め替え商品 

脱・使い捨て商品 

市民協働による 

ごみ減量 

資源集団回収 

リサイクル意識の向上

団体補助金の活用 

お店にもどす 

製造・販売者責任の徹底 

ﾄﾚｲ・ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ・紙ﾊﾟｯｸ 

祭りごみ削減 

リユース食器の活用 

紙コップ紙皿割箸撲滅 

剪定枝の活用 

ガーデンシュレッダー

を借りて、庭にチップ！

出前説明会開催

ごみの担当者から直接

話を聞いてみよう！！ 

施設見学会参加

ごみの現場を自分の目

で見てみよう！！ 

ラ
イ
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こ
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け
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有
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は
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だ
と
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る
ね
！ 

み
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ね
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47,478t

可燃ごみ 34,377t

不燃ごみ 4,888t

粗大ごみ 1,400t

資　源 6,760t

有害ごみ 53t

年 月

７月

８月

9月

10月 エコプラザ多摩施設改修工事

11月

12月

1月 カレンダー編集開始

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

平成24年

          ※有料指定袋による家庭系ごみ収集等に関する条例の議会上程時期については今後予定します。

可燃ごみ 不燃ごみ

平成１７年度ごみ総量

粗大ごみ

多摩市のごみ減量の取り組み体系図

プラスチック

平成20年

平成18年

平成19年

資　　源 事業系ごみ 市民協働によるＡＣＴＡ編集・その他の事項

資源集団回収の手引
作成※市民編集

資源集団回収説明会
及び登録受付

プラスチック拠点収集開始予定
※学校単位拠点回収

品目：ペットキャップ・ＰＣ 新分別市民説明会
自治会・管理組合対象

多摩市ｵﾘｼﾞﾅﾙﾏｲﾊﾞｯｸﾞ作成
減量啓発予定

資源店頭回収ボックス設置
収集開始予定

家庭系有料指定袋取扱店募集
※対象：ノーレジ袋協力店

家庭系有料指定袋流通開始

ＡＣＴＡ発行
新分別・有料化特集号

ＡＣＴＡ発行

粗大ごみ規格変更

有料指定袋選定・作成
※ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ

ＡＣＴＡ・収集ｶﾚﾝﾀﾞｰ発行
大手スーパー店長会議

ﾏｲﾊﾞｯｸﾞ運動促進
簡易包装促進

粗大ごみ電子申請受付予定

プラスチック分別組成分析

廃陶磁器リサイクル開始

塵芥収集業務委託入札 エコプラ業務委託入札
有料指定袋作成

事業所周知文書発送

事業系・許可業者説明会

事業系有料指定袋交換

事業系ごみ処理手数料引上げ

エコプラザ改修工事
契約案件議会上程

家庭系の可燃・不燃ごみ及び事業系ごみの１５％減量（６，０００ｔ）

有料指定袋による家庭系ごみ収集開始　可燃ごみ・不燃ごみ・プラスチック

ＡＣＴＡ発行

ＡＣＴＡ発行

ＡＣＴＡ発行

ＡＣＴＡ発行

資源集団回収の手引き
発行

取扱店舗説明会

プラスチック分別
試運転開始（12/1）

エコプラザ改修工事地元説明

発生抑制・排出抑制・分別の徹底の啓発による一層のごみ減量１０％（４，０００ｔ）

生ごみ処理機の普及

大規模事業所立入検査
収集運搬許可業者指導
マニフェスト管理の徹底

ごみ分別便利帳作成プロジェクトスタート　※市民編集

ACTAでﾘｻｲｸﾙショップ紹介

資源集団回収
モデル事業促進

清掃施設見学会の実施

不法投棄
パトロールの強化

充電池使用の促進
グリーン購入の促進

資源集団回収
補助単価見直し
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発生抑制・排出抑制によるごみ処理目標の設定値内訳

可燃ごみ 可燃ごみ 可燃ごみ 可燃ごみ 可燃ごみ

23,916t 23,509t 24,591t 21,383t 19,244t

-1.70% 4.60% -13.05% -10.00%

不燃ごみ 不燃ごみ 不燃ごみ 不燃ごみ 不燃ごみ

4,880t 4,797t 5,018t 2,636t 2,412t

-1.70% 4.61% -47.47% -8.50%

粗大ごみ 粗大ごみ 粗大ごみ 粗大ごみ 粗大ごみ

1,210t 1,188t 1,243t 1,097t 1,054t

-1.82% 4.63% -11.75% -3.92%

有害性ごみ 有害性ごみ 有害性ごみ 有害性ごみ 有害性ごみ

52t 56t 58t 44t 44t

7.69% 3.57% -24.14% 0.00%

資源 資源 資源 資源 資源

6,612t 6,566t 6,868t 7,970t 7,749t

-0.70% 4.60% (1,849t) ※内プラスチック分 (1,798t) ※内プラスチック分

16.05% -2.77%

可燃ごみ 可燃ごみ 可燃ごみ 可燃ごみ 可燃ごみ

10,462t 10,283t 10,232t 9,588t 9,398t

-1.71% -0.50% -6.29% -1.98%

不燃ごみ 不燃ごみ 不燃ごみ 不燃ごみ 不燃ごみ

8t 8t 8t 5t 5t

0.00% 0.00% -37.50% 0.00%

粗大ごみ 粗大ごみ 粗大ごみ 粗大ごみ 粗大ごみ

190t 187t 183t 180t 173t

-1.58% -2.14% -1.64% -3.89%

資源 資源 資源 資源 資源

148t 147t 153t 147t 139t

-0.68% 4.08% -3.92% -5.44%

対前年度比（可燃＋不燃） 対前年度比（可燃＋不燃） 対前年度比（可燃＋不燃） 対19年度比（可燃＋不燃）

事
業
系
ご
み

家
庭
系
ご
み

事
業
系
ご
み

事業系ごみ処理手数料引上げ

に伴うごみ量減　事
業
系
ご
み

事
業
系
ご
み

家
庭
系
ご
み

合　　計

46,741t

家
庭
系
ご
み

事
業
系
ご
み

-19.36% -28.15%

合　　計

47,478t

合　　計

48,354t

合　　計

43,050t

合　　計

40,218t

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２４年度

家
庭
系
ご
み

家
庭
系
ご
み

　　有料化前年度の

駆込みごみによる増　

ごみ減量啓発による微減

市民1人1日当たり
ごみ量

-2.73%

535グラム

人　　口

145,063人

人　　口

146,233人

市民1人1日当たり
ごみ量

555グラム

人　　口

143,550人

市民1人1日当たり
ごみ量

550グラム

3.77%

人　　口

147,103人

市民1人1日当たり
ごみ量

447グラム

人　　口

148,850人

市民1人1日当たり
ごみ量

399グラム

プラ資源化

雑紙資源化

リサイクル
ショップ活用

充電電池
活用促進

集団回収促進
補助単価見直し

生ごみ処理機の普及

マイバッグ・ノーレジ袋啓発
店頭回収の促進

不法投棄パトロール強化

大規模事業所立入検査
収集運搬許可業者指導
マニフェスト管理の徹底

平成20年4月より、有料指定袋による
家庭系ごみ収集開始

廃陶磁器リサイクル
マイバッグ運動の促進
出前説明会の実施
水切りダイエットの配布
減量推進員による地域啓発
グリーン購入の促進
清掃施設見学会実施
集団回収モデル事業促進

市民協働による

　・資源集団回収の手引き編集
　・レジ袋削減に向けた
　　　「多摩市ルール」の取組
　・簡易包装の促進
　・広報・啓発紙の充実
　・生ごみ自家処理の促進
　・リユース食器の普及
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ごみ処理体制の現状と将来 

 
 

［現 状］ 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
                                             

図１ 現状のごみ処理体制 

 
 

 

［将 来］ 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図２ 将来のごみ処理体制           
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多摩市廃棄物減量等推進審議会答申 

 

１． 家庭系ごみの有料化について 

 

家庭系ごみの有料化は、ごみの減量化の効果をねらう一つの手法であることと、市民のご

み減量・分別等の努力を評価できるシステムでもあることから、市民への十分な説明や普及啓

発を行ないつつ、実施することが望ましい。 

  しかし、有料化は一種の公共料金の値上げであるため、実質的増税と受け取られることや、

低収入層、または社会的弱者にとって負担が大きいことなどが考えられるので、そのための配

慮が必要である。 

さらに、有料化の対象となるごみの範囲、手数料の額等具体的な内容については、市民と

の協議の場を設け、十分な手順を踏んだ上で実施されることが望ましい。 

また、市民の理解と合意を得るためにも、手数料収入を、ごみ減量、リサイクル、環境関係

の活動を支える財源として運用することとし、使途や充当事業等を明確にしていくことが重要で

ある。 

なお、有料化によるごみ減量効果を持続し、高めるために、これと平行してごみ発生抑制策

を強化し、プラスチックごみ・生ごみ等の資源化対策を一層推進すべきである。 

 

 

２． 事業系ごみ処理手数料の見直しについて 

 

事業系ごみの処理手数料の見直しについては、多摩ニュータウン環境組合構成市（多摩

市・八王子市・町田市）の処理手数料の改定の動向を見極めつつ、持ち込み手数料統一を考

えることが望ましい。あわせて他市からの事業系ごみの混入防止・分別徹底等の対策を強化

すべきである。 

このために、収集・運搬業者に対して一般廃棄物管理票（マニフェスト伝票）の提出を徹底さ

せ、排出事業者や収集・運搬業者の意識啓発とモラル向上に努める必要がある。 

また、ごみ減量、資源化に積極的に取り組む事業者へのインセンティブを設けることや、資

源化に係わる許可業者制度等についての見直しや法改正の要望を国等へ働きかけることが

必要である。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

３． プラスチックごみのリサイクル及び処理方法等について 

 

プラスチックごみは、極力燃やさず・埋め立てずという方針で、さらに分別する方向とし、リサイク

ル（容器包装リサイクル法対応）へ回すことが望まれる。 

なお、プラスチックごみの取り扱いについては、現状では自治体･市民側の負担が大きいので、

国・産業界等への協力要請を強化すべきである。 

あわせて現在のＲＤＦ化についても、今後の容器包装リサイクル法の動向を見極めつつ、コスト

を勘案しながら、他ルートへの移行の検討を進めていくことが必要である。 

 

資料５


